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自治事務 ○ 法定受託事務

その他

政　策 １
安心して子供を生み育てることのできる環境の整備 会計 一般会計

款 衛生費

施

事

　策 １
安心して子供を生み育てることのできる環境の整備 会計・ 項 保健衛生費

予算区分 目 母子衛生費

取組方針 ２
子供が健やかに育つことができる環境づくり 大事業 母子衛生事業

中事業 出産・子育て応援交付金事業

事業種別 継

業

続 関連個別計画

事業年度 令和4年度 ～ 担当課・担当課長・Tel 地域保健課 上中　英人 488-5120

事業実施の根拠法令 和歌山市出産・子育て応援給付金等事業実施要綱 関連課

１　事

チ

業内容
（「誰・何」をどういう状態にするための事業か） 全体事業概要

事
業
目
的

「伴走型相談支援」と「出産・子育て応援給付金」を組み合わせた形 妊娠期から出産・子育てまで一貫して相談に応じ、必要な支援につなぐ「

ェ

伴走型相談支援」を充実し、さ

で、全ての妊婦・子育て家庭のニーズに即した支援を速やかに対象者 らに「経済的支援」として給付金の支給を一体的に取り組むことで、すべての妊婦・子育て家庭が安
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性]事業手段は妥当か ○ 現行の手段でよい 一部見直しが必要 見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か ○ 市が行うべき 他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む ○ 中長期的に取り組む 緊急性は薄い

[有効性]更に効果が期待できるか ○ できる あまりできない できない

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか 達成している（90%以上） ○ おおむね達成（70～90%未満） 達成していない（70%未満）

[有効性]上位施策への貢献度 ○ 重要かつ高い貢献度がある 一定の貢献度がある 貢献度は低い

[効率性]事業費を抑制できるか ○ できない 制約はあるが可能性はある できる

[効率性]受益者負担の見直し 適正 ○ 負担は求められない 見直しが必要

５　今後の方向性（担当課評価）
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核家族化が進み地域のつながりも希薄となる中で、孤立感や不安感を抱く妊婦、子育て家庭も少なくない。全ての妊婦、子
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